
環境省における温泉熱等の設備導入
に活用可能な補助金資料

２０１９年度



２０１９年度エネルギー対策特別会計補助・委託等事業 見取図

どうするどこに 何を どんな事業
業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）化・省CO2促進事業

設備の高効率化改修支援事業
水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業
省エネ型浄化槽システム導入推進事業
廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業

地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用による低炭素社会システム整備推進事業

木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業

補助
補助
補助

交付・補助
補助
補助

補助

補助・委託

補助

補助

補助

グリーンボンドや地域の資金を活用した低炭素化推進事業のうち、
地域低炭素化推進事業体設置モデル事業

再エネ設備、蓄電池、空調、
LED照明、断熱材 等

未利用エネルギー
廃熱、地中熱、下水熱、
湧水 等

自治体の施設等

公共施設等先進的CO2排出削減対策モデル事業
地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業（地方公共団体のみ）

補助

補助公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業

車両導入・整備等
公共交通利用の促進、
交通システムの低炭素化 等

公共交通機関
運輸部門

鉄軌道事業者、物流事業者、
自治体、民間事業者 等

再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進事業

電動化対応トラック・バス導入加速事業

民間事業者（委託）

庁舎、学校、市民センター 等

風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業 委託

再・省・蓄エネ設備等の
導入、改修

自治体、優良事業者、大学 等

補助・委託

補助

補助

地方公共団体又は民間団体向け事業

中小廃棄物処理施設における先導的廃棄物処理システム化等評価・検証事業

普及啓発
環境教育の実施、メディアでの
情報発信、PRイベント 等

自治体(補助)
民間事業者(補助/委託)

自治体、民間事業者、
ケーブルテレビ局 等

地球温暖化対策の推進・国民運動「COOL CHOICE」推進・普及啓発事業

地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業

CO2削減ポテンシャル診断推進事業

補助・委託

補助

委託

自治体または
民間企業の施設等
庁舎、病院、市民センター、
廃棄物処理場、オフィスビル 等

地域循環共生圏の
担い手の育成等
地域コミュニュティ活用、
地域新電力支援 等

補助・委託

ゾーニング手法の検討、
廃棄物エネルギー利活用
に係る技術評価・検証 等

調査、評価・検証等

②

①

③

④

⑤

⑥



グリーンボンド発行支援体制の整備、
SBT・再エネ100％目標の推進 等

どこに 何を どんな事業
脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業

代替燃料活用による船舶からのCO2排出削減対策モデル事業

廃棄物処理事業におけるエネルギー利活用・低炭素化対策支援事業
（民間団体対象分）

エコリース促進事業

地域低炭素投資促進ファンド事業（グリーンファンド事業）

補助・委託

補助・委託

補助・委託

出資

補助

補助

どうする
民間企業の施設等
オフィスビル、ホテル、店舗、
病院 等

廃棄物由来エネルギー 等

太陽光、バイオマス、小水力、
風力、地中熱 等

大型車用EVシステム、
バイオプラスチックへの転換 等

再エネ設備、蓄電池、空調、
LED照明、冷蔵機器、 等

民間企業の施設等
庁舎、病院、市民センター、
廃棄物処理場、オフィスビル 等

民間事業者
（補助/委託）

優良事業者、 大学 等

環境教育の実施、メディアでの
情報発信、PRイベント 等

低炭素型行動変容

クレジット、イノベーション、
二国間クレジット 等

ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業

熱を活用した次世代型蓄エネルギー技術実用化推進事業 補助・委託

補助・委託

省エネ家電等COOL CHOICE推進事業

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく普及啓発推進事業 補助・委託

補助・委託

コ・イノベーションによる途上国向け低炭素技術創出・普及事業

脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事業 補助・委託

低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業

グリーンボンドや地域の資金を活用した低炭素化推進事業のうち、
グリーンボンド発行促進体制整備支援事業

二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業（プロジェクト補助）

我が国循環産業の戦略的国際展開による海外でのCO2削減支援事業

低炭素型廃棄物処理支援事業

補助

補助・委託

補助・委託

補助

補助・委託

補助・委託

ﾊﾟﾘ協定達成に向けた企業のﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ全体での削減取組推進事業のうち、
SBT・再エネ100％目標等推進事業 補助・委託

省CO2型リサイクル等高度化設備導入促進事業

再・省・蓄エネ設備等の
導入、改修

調査、評価・検証等

補助

２０１９年度エネルギー対策特別会計補助・委託等事業 見取図 民間団体向け事業

低炭素型廃棄物処理設備、
省CO2型リユース・リサイクル設備 等

グリーンボンド、SBT等

普及啓発

環境金融の拡大に向けた利子補給事業のうち、
地域ESG融資促進利子補給事業 補助

廃棄物処理設備等

技術開発等

再生可能エネルギー等

未利用エネルギー

国外でのCO２削減



運輸部門
（公共交通機関・物流）
物流事業者、ロッカー設置者等

住宅建築・改修者
戸建住宅、集合住宅等を新築・
改修する者

民間事業者（委託）

低炭素型ディーゼルトラック、
連結トラック等

L2-Tech（先導的低炭素技術）導入拡大推進事業 委託

先導的低炭素技術製品

ガイドラインの策定 等

低炭素型ディーゼルトラック等普及加速化事業 補助

物流分野におけるＣＯ２削減対策促進事業 補助

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ZEH)化等による住宅における低炭素化促進事業のうち、
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化による住宅における低炭素
化促進事業

補助

アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業 委託

二国間クレジット（JCM）基盤整備等事業 委託

再エネ等を活用した水素社会推進事業 委託

環境に配慮した再生可能エネルギー導入のための情報整備事業 委託

再エネ設備、蓄電池、空調、
LED照明、断熱材 等

民間事業者（委託）

データベース整備・運用 等

L2-Tech

海外連携調整事業者 等

優良事業者、 大学 等

国外でのCO２削減

再エネ由来水素

情報整備

２０１９年度エネルギー対策特別会計補助・委託等事業 見取図 民間団体向け事業

どうするどこに 何を どんな事業

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ZEH)化等による住宅における低炭素化促進事業のうち、
高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業 補助

環境設備導入に係る調査 等

車両導入等

再・省・蓄エネ設備等の
導入、改修



SBT達成に向けたCO2削減計画モデル事業

未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業

二酸化炭素の資源化を通じた炭素循環社会モデル構築促進事業

空調負荷低減を実現する革新的快適新素材創出事業

セルロースナノファイバー（CNF)等の次世代素材活用推進事業

ＣＣＳによるカーボンマイナス社会推進事業

エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業

カーボンプライシング導入可能性調査事業

ＥＳＧ金融ステップアップ・プログラム推進事業

委託

委託

委託

委託

委託

委託

委託

委託

委託

民間事業者（委託）

調査、評価・検証、
FS等

技術開発等

省ＣＯ２型リサイクル等設備技術実証事業

委託

優良事業者、 大学 等

低炭素化技術開発、
次世代技術開発 等

カーボンプライシング 等

脱炭素・資源循環｢まち・暮らし創生｣FS事業

先端的な情報通信技術等を活用した廃棄物処理システム低炭素化支援事業

委託

委託

低炭素ライフスタイル構築に向けた診断促進事業

委託

２０１９年度エネルギー対策特別会計補助・委託等事業 見取図 民間団体向け事業

どうするどこに 何を どんな事業

家庭エコ診断

パリ協定達成に向けた企業のバリューチェーン全体での削減取組推進事業のうち、
気候リスク・チャンスを織り込んだ脱炭素経営推進事業 委託

企業の脱炭素経営
支援等

脱炭素・資源循環まちづくり、
IoT・AIを活用した収集運搬、
国内におけるESG金融導入調査
検討、事業の評価・検証 等

家庭エコ診断に係る実施機関
の管理・支援 等

SBT達成に向けたマニュアル作成、
気候関連リスク・チャンスの財務
影響の評価 等

制度検討等



地方公共団体及び民間事業者等の再生可能エネルギー導入事業のうち、地方公
共団体等の積極的な参画・関与を通じて各種の課題に適切に対応するもの、営農を
前提とした農地等への再生可能エネルギー発電設備の導入を中心とした取組、蓄エ
ネ等の導入活用事業等について、事業化に向けた検討や設備の導入に係る費用の
一部を補助する。
支援の対象とする事業は、固定価格買取制度に依存せず、国内に広く応用可能な
課題対応の仕組みを備え、かつ、CO2削減に係る費用対効果の高いもの等に限定す
る。

背景・目的 事業概要

事業スキーム

2016年５月、我が国の2030年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年度比で
26.0％減とする「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、これを実現するための対
策として、再生可能エネルギーの最大限の導入が盛り込まれた。
一方で、再生可能エネルギーについては、固定価格買取制度の利用拡大が困難
となる中、持続可能かつ効率的な需給体制の構築、事業コストの低減、社会的
受容性の確保、広域利用の困難さ等に関する課題が生じており、地域の自然的社
会的条件に応じた導入拡大は必ずしも円滑に進んでいない状況にある。
このため、こうした状況に適切に対処できる、自家消費型・地産地消型の再生可能
エネルギーの自立的な普及を促進する必要がある。

期待される効果

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業
（一部経済産業省・農林水産省連携事業）

事業目的・概要等

再生可能エネルギーの課題に適切に対応する、費用対効果の高い優良事例を創
出することで、同様の課題を抱えている他の地域への展開につなげ、再生可能エネ
ルギー電気・熱の将来的な自立的普及を図る。
また、営農地における地域の実情に応じた、再生可能エネルギーの普及拡大を図
るための方策が確立され、段階的なCO2削減を図ることが可能となる。
さらに、地域特性に応じた蓄エネ等技術の導入方策が確立され、段階的CO2削減
が可能となる。

事業イメージ（木質バイオマスの例） 設備補助対象は、エネルギー起源CO２の
排出抑制に資する設備と付帯設備

供給側の対策 供給側の対策 ボイラーの対策 需要側の対策

◆長期的な見通しに立
ち、年間を通した安
定した燃料需要を有
する需要家を地域内
で確保し、維持する

◆チップ供給業者の条件
とボイラー側の条件を
合致させる
◆最新のチップ規格に適
合したチップの供給体
制の確立を促す
◆地域内でのチップ等の
安定的な需要を確保し、
小口供給を可能とする

◆ボイラーの出力規模等を集
約化する
◆チップ規格に対応したボイ
ラーの生産等を促す
◆設備コストの高止まりを是
正するためボイラー等設備
のコスト上限を設ける
◆灰の処理など維持管理の容
易なシステムを導入する

◆福祉施設の給湯など高い稼働
率が見込める施設を対象
◆導入前に熱需要等の適切な把
握と設計を行う
◆チップ等供給事業者を分散し、
安定した燃料供給を確保する
◆初期コストの適正価格を共有
するとともに複数施設での一
括導入等によりコストを低減

燃料供給者

原木
（チップ用材）

原料
（チップ等）

チップ等製造機山元

需要家

給湯･暖房

給湯･暖房

文化教育施設

福祉施設

病院 給湯･暖房

バイオマスボイラー

（営農前提の導入例）

2019年度予算（案）
5,000百万円（5,400百万円）

（蓄エネ等の例）

蓄熱設備蓄電設備

蓄電池

農地周辺に存在する農林漁業
関連施設・地方公共団体の設
備（動力設備、冷蔵冷凍設
備）等への供給

実施期間：2016年度～2020年度（最大5年間）

国 非営利法人

（補助率）
定額、1/3、1/2、2/3

地方公共団体
民間事業者等

（補助率）定
額

補助金 補助金

「持続可能かつ効率的
な需給体制の構築」
が課題の場合

（離島・海洋再エネの例）

大臣官房環境計画課

ほか
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事業メニュー 事業概要 補助対象者 補助率

①再生可能エネルギー設備導
入事業（経産省連携事業）

・再生可能エネルギー発電設備（※1）、熱利用設備（※2）の導入を行う
事業

地方公共団体
非営利法人等

太陽光発電設備:1/3(上限あ
り)
太陽光発電以外の設備:1/3、
1/2、2/3(設備ごとに異なる)

②再生可能エネルギー設備導
入事業化計画策定事業

・再生可能エネルギー発電設備、熱利用設備の導入に係る調査・計画
策定を行う事業

地方公共団体
非営利法人等

・定額（上限1,000万円）

③温泉熱多段階利用推進調査
事業

既存温泉の湧出状況、熱量、成分等を継続的にモリング調査するため
の設備を整備し、既存の温泉熱を利用した多段階利用の可能性を調査
する事業

地方公共団体
非営利法人等

定額（上限2,000万円）

④離島の再生可能エネル
ギー・蓄エネルギー設備導入事
業

・本土と送電線で系統連系されていないオフグリッド型の離島において、
再生可能エネルギー発電設備、熱利用設備、蓄エネルギー設備、ＥＭＳ、
電気自動車充電設備、自営線等の導入を行う事業

地方公共団体
非営利法人
民間事業者等

２／３

⑤熱利用設備を活用した余熱
有効利用化事業

バイオマス等の既存再生可能エネルギー熱利用設備の余剰熱を有効利
用し、地域に面的な熱供給を行う場合において、熱供給範囲の拡大に必
要な導管等の設備の導入を行う事業

地方公共団体
非営利法人等

・政令指定都市以外の市町村
(地方公共団体の組合を含む。
特別区を除く):2/3
・上記以外の者:1/2

⑥再生可能エネルギー事業者
支援事業費（経産省連携事業）

・民間事業者において、再生可能エネルギー発電設備、熱利用設備の
導入を行う事業

民間事業者 太陽光発電設備:1/3(上限あ
り)

太陽光発電以外の設備:1/3、
1/2、2/3(設備ごとに異なる)

⑦再生可能エネルギーシェアリ
ングモデルシステム構築事業
（農水省連携事業）

・営農地等において、再生可能エネルギー発電設備等の導入を行う事
業

地方公共団体
農業者
非営利法人
民間事業者等

１／２

⑧蓄電・蓄熱等の活用による再
生可能エネルギー自家消費推
進事業

オフグリッド型の離島以外の地域において、蓄エネルギー設備、ＥＭＳ、
電気自動車充電設備の導入を行う事業

地方公共団体
非営利法人
民間事業者等

１／２

※1）【再生可能エネルギー発電設備】
太陽光(10kW以上)、風力(10kW(単機1kW)以上)、バイオマス(依存率60%以上)、水力
(10kW(単機1kw)以上1,000kW以下)、地熱(温泉熱)、蓄電池

※2）【再生可能エネルギー熱利用設備】
太陽熱(10㎡以上)、地熱(温泉熱)、地中熱、バイオマス(依存率60%以上)、温度差
(0.10GJ/h以上)、雪氷熱、バイオマス燃料製造(依存率60%以上)
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補助対象者
・地方公共団体

・非営利民間団体等

・民間事業者等

このような地方
公共団体、民間
団体におすすめ
します。

補助要件（※地方公共団体・非営利民間団体等に限る） 補助内容

再生可能エネルギー設備導入事業（第１号）
温泉発電設備、温泉熱利用設備（ヒートポンプ、熱交換器、
ガスコージェネレーション等）の導入を行う事業(※)

①政令指定都市以外の市町村 2/3
②①以外の地方公共団体
非営利法人等 1/2

1/3(バイナリー発電以外の温泉発電)

再生可能エネルギー事業者支援事業費（第６号）
温泉発電設備、温泉熱利用設備（ヒートポンプ、熱交換器、
ガスコージェネレーション等）の導入を行う事業

民間事業者 1/2
1/3(バイナリー発電以外の温泉発電)
2/3(地方公共団体との連携等による嵩上)

再生可能エネルギー設備導入事業化計画策定事業（第２号）
温泉発電設備、温泉熱利用設備（ヒートポンプ、熱交換器、
ガスコージェネレーション等）の導入に係る調査・計画策定
を行う事業(※)

地方公共団体・非営利民間団体等
定額（上限1,000万円）

温泉熱多段階利用推進調査事業（第３号）
既存温泉の湧出状況、熱量、成分等を継続的にモニタリング
調査するための設備を整備し、既存の温泉熱を利用した多段
階利用の可能性を調査する事業（※）

地方公共団体・非営利民間団体等
定額（上限2,000万円）

固定買取価格制度に依存せず、国内に広く応用可能な課題対応の仕組みを備え、且つ、CO2削減に係る費用対効果が
高いものに限る。

・温泉発電、温泉熱利用設備を導入したい。

・未利用温泉熱を有効活用したい。

・地域に眠っている再生可能エネルギーのポ
テンシャルを活用したい。

・温泉発電、温泉熱利用設備の導入計画を策定したい。

・CO2排出量を削減したい。

・地球温暖化対策でイメージを向上させたい。

etc.

支援内容の例

事業イメージ（例）

設備補助対象は、エネルギー起源CO２
の排出抑制に資する設備と付帯設備

※国民保養温泉地での申請には加点があります。

電気･暖房

宿泊施設温泉施設

配湯

ガスコージェネレーション

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業（温泉熱関係抜粋）
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背景・目的

事業概要

事業スキーム

近年の豪雨・台風、地震等を踏まえ、地域の避難施設等では、
災害時のエネルギー供給の確保が喫緊の課題となっている。

第５次環境基本計画（平成30年４月閣議決定）では、「地域ご
とに自立した分散型エネルギーとして、コジェネレーション、
燃料電池等と組み合わせながら再生可能エネルギーを最大限導
入すること（中略）で、災害が生じた際も必要なエネルギーを
迅速に供給することができることから、国土強靱化と低炭素化、
資源循環で整合的な取組を推進する。」とされているところ。

本年９月の北海道胆振東部地震では、体育館等の避難施設に予
め設置された太陽光発電設備と蓄電池から電力が供給され、避
難住民の生活支援、復旧に向けた早期の活動開始に寄与。

このため、平時の温室効果ガス排出を抑制すると同時に、災害
時の避難施設等へのエネルギー供給等の機能発揮が可能な再生
可能エネルギー設備等を整備する緊急対策を実施する。

地域防災計画又は地方公共団体との協定により災害時に避難施設等とし
て位置づけられた公共施設又は民間施設に、平時の温室効果ガス排出抑
制に加え、災害時にもエネルギー供給等の機能発揮が可能となり、災害
時の事業継続性の向上に寄与する再生可能エネルギー設備等を導入する
事業を支援。
① 公共施設（避難施設、防災拠点等）に防災・減災に資する再生可能エネル
ギー設備、未利用エネルギー活用設備及びコジェネレーションシステム並びにそ
れらの附帯設備（蓄電池、自営線等）等を導入する事業

② 民間施設（避難施設、物資供給拠点等）に防災・減災に資する再生可能
エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、蓄電池等を導入する事業

地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する
自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

事業目的・概要等

イメージ

平時平時

災害時災害時

平時の施設の運営に伴う温室効果ガ
ス排出を抑制（CO2削減）

自立・分散型エネルギーとして活用
し、災害時でも避難施設等で照明・
空調等を利用可能に（防災）

期待される効果

国 非営利法人

（補助率）
1/2,2/3,3/4 地方公共団体地方公共団体

民間事業者等

（補助率）
定額

補助金 補助金

高効率空調 コジェネ
レーション

蓄エネ再エネ

災害時にも活用できる
再エネ設備等

公共施設
（避難施設、防災拠点等）

民間施設
（避難施設、物資供給拠点等）

2019年度予算（案）3,400百万円（新規）
平成30年度第２号補正予算（案）21,000百万円

大臣官房環境計画課
地球環境局地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室
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背景・目的

事業概要

再エネの拡大・買取期間終了後の再エネ由来電力の活用及び資源
利用効率の最大化など、地域資源を活かした脱炭素型地域づくり
に係る事業の事例を形成。
各地域で地域循環共生圏の創造に向けた取組を横展開。

期待される効果

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のうち

地域の多様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業
脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のうち

地域の多様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業
2019年度予算（案）
600百万円（200百万円）

事業目的・概要 イメージ

(１) 地域資源を活用した環境社会調和型の再エネ事業・買取期間終
了後の再エネ活用事業の実現可能性調査支援
地方公共団体と地元企業等が連携し、再エネを拡大する事業や

FIT買取期間終了後の再エネ由来電力を活用する事業について実
現可能性の調査を支援。

(２) 地域の循環資源を活用した資源生産性の向上に係る事業の実現
可能性調査支援
地方公共団体が地域の循環資源を活用して実施する、①地域の

資源生産性向上、②低炭素化の推進、③地域経済の活性化の３つ
を同時達成する事業について実現可能性の調査を支援。

(３) 住民参加型協議会の運営及び情報発信支援
地域資源である再エネや余剰電力を地域内で製造・供給・利用

する取組は企業だけでなく消費者である住民の理解と後押しが必
要。こうした低炭素な地域づくりの仕組みを作り上げるため、地
方公共団体が中心となり地域関係者と合意形成等を行うための取
組や、必要な情報や知見を周知する取組を支援。

(４) 取組の評価・検証及び全国展開のための広報活動
(１)～(３)の取組について評価・検証を行うとともに、優良な

事例を全国展開するための広報活動等を実施。

自然災害の激甚化や記録的な酷暑など気候変動の影響が懸念され
るとともに、様々な地域の課題が顕在化している。環境省が進める
地域資源の活用による低炭素な地域づくりは、こうした課題にも対
応するものであり、今後一層取組を強化していく必要がある。また
、従来の再エネに加え、2019年以降順次買取期間が終了する住宅用
太陽光発電の再エネも今後地域資源としての活用が期待される。
このため、各地で自治体や企業、さらには住民が一体となって、

地域循環型の取組を底上げし、推進していくための効果的な支援策
を強化する。
これにより、第五次環境基本計画に謳われた地域資源を持続可能

な形で最大限活用する「地域循環共生圏」を念頭に置いた、野心的
な脱炭素社会の実現を目指す。

事業スキーム

環境省

事業実施期間：2018～2023年度

地方公共団体非営利法人

＜(１)～(３) 間接補助事業／補助対象者：地方公共団体＞
(１) ・(２) 補助率：定額（上限1,000万円）
(３)               補助率：定額（上限300万円）

再エネ等の
地域資源の活用による
脱炭素型地域づくり

＝経済・社会の課題にも対応

再エネ拡大・買取期間
終了後の再エネ由来
電力の活用／資源生
産性向上に係る事業
の実現可能性調査

協議会・情報
発信を通じた
地域の合意形
成・理解醸成

地方公共団体

＜(４) 委託事業／委託対象者：民間事業者等＞

国

取組の
評価・
全国展開
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